
 

岩手大学私学研修員、専修学校研修員、公立高等専門学校研修員、 

公立大学研修員及び教職員支援機構研修員規則 
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令 和 ２ 年 １ ０ 月 １ 日 最終改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人岩手大学学則第７９条の規定に基づき、私学研修員、専修

学校研修員、公立高等専門学校研修員、公立大学研修員及び教職員支援機構研修員（以下「研

修員」という。）を、岩手大学（以下「本学」という。）に受け入れる場合の取扱いについ

て必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この規則において、「私学研修員」とは、私立学校の教職員で本学において研究の指

導を受ける者をいい、「専修学校研修員」とは、専修学校の教職員で本学において研究の指

導を受ける者をいい、「公立高等専門学校研修員」とは、公立高等専門学校の教職員で本学

において研究の指導を受ける者をいい、「公立大学研修員」とは、公立大学の教職員で本学

において研究の指導を受ける者をいい、「教職員支援機構研修員」とは、独立行政法人教職

員支援機構の推薦により本学において必要な研究の指導を受ける者をいう。 

 

（受入れ手続） 

第３条 研修員の受入れは、私学研修員にあっては、私立学校の長の申請に基づき、専修学校

研修員にあっては、一般財団法人職業教育・キャリア教育財団理事長の申請に基づき、公立

高等専門学校研修員にあっては、当該研修員を派遣しようとする学校長の申請に基づき、公

立大学研修員にあっては、当該研修員を派遣しようとする大学長の申請に基づき、教職員支

援機構研修員にあっては、独立行政法人教職員支援機構理事長の申請に基づいて行うものと

する。 

２ 前項の申請には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 研修員調書（別記様式） 

二 履歴書 

三 その他本学が必要と認める書類 

 

（受入れ許可） 

第４条 学長は、前条の申請があったときは、当該部局等（各学部、各研究科、各教育研究施

設、各教育研究基盤施設、各教育研究支援施設及び各特定事業推進室をいう。以下同じ。）

において、教育又は研究に支障がなく、かつ、適当と認めた場合に、受入れを許可する。 

 

（研究方法） 

第５条 研修員は、当該部局等の長が定めた教員の指導のもとに、本学の施設・設備を利用し、

研究に従事するものとする。 

 

（研究期間） 

第６条 研修員の研究期間は、１年とし、その期間は４月１日から翌年３月３１日までとする。

ただし、特別の事情のある場合には、その期間内において、研究期間を６か月又は３か月に

短縮することができる。 



 

（研究料及び配分予算額） 

第７条 研修員(教職員支援機構研修員を除く。）の研究料及び配分予算額（消費税は別途徴収

及び配分額に加算する。なお、その額に 1 円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるも

のとする。以下、同じ。） 

 

区 分 

 

研 究 料 の 額 

 

配 分 予 算 額 

 

       実 験 系 

 

３か月  １０３，１００円 

 

３か月 ８５，７２０円 

 

       非 実 験 系 

 

 

３か月   ５１，５５０円 

 

 

３か月 ４２，８６０円 

 

２ 教職員支援機構研修員の研究料及び配分予算額（消費税は別途徴収及び配分額に加算す

る。） 

 

区 分 

 

研 究 料 の 額 

 

配 分 予 算 額 

 

教職員支援機構研修員 

 

月額    ２３，８１０円 

 

 

月額    １９，９１０円 

 

３ 研修員は、前２項の研究料３か月分を、その当初の月の所定の期日までに納付しなければ

ならない。 

４ 既納の研究料は、返還しない。 

５ 研究料を所定の期間内に納付しないときは、受入れの許可を取り消すものとする。 

６ 研究料と配分予算額との差額は、研究遂行に必要な管理等の間接的な経費に充てる。 

 

（研究証明書等） 

第８条 学長は、研修員がその研究事項等について証明を願い出たときは、研究証明書を交付

する。 

  

（発明に係る特許等の取扱い） 

第９条 研修員の発明に係る特許等の取扱いについては、国立大学法人岩手大学職務発明規則

（平成１６年４月１日制定）の定めるところによる。 

 

 （雑則） 

第１０条 研修員は、この規則に定めるもののほか、当該部局等の長の指示に従わなければな

らない。 

 

   附 則 

 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規則は、平成１７年１月２０日から施行する。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 



 

   附 則 

 この規則は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則 

 この規則は、令和元年１２月１２日から施行し、令和元年１０月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この規則は、令和２年１０月１日から施行する。 

 

  



別記様式 

 

研 修 員 調 書 

令和  年  月  日現在     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 履 

 

 

 歴 

 

 

 事 

 

 

 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ふりがな） 

 

氏      名 

                                           男 

 

                         年  月  日生  女 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本 籍 地 

 

 

 

 

 

 現 住 所 

 

 

 

 

 研 究 期 間 中 

 

 の 居 所 

 

 

 

 

 所 属 学 校 名 

 

 

 

 

 職 名 及 び 

 

 担 当 科 目 

 

 

 

 

 学 歴 

 

 

 

 

 

 職 歴 

 

 

 

 

 

 希 

 

 望 

 

 事 

 

 項 

 

 研 究 題 目 

 

 （実験等の区分） 

 

 

（実験 非実験）    

 指 導 教 員 

 

 及 び 部 局 名 

 

 

 

 

 研 究 期 間 

 

 令和  年  月  日から 

 

 令和  年  月  日まで   か月 

 

 備 

 考 

 

 

 

 

 

 （注）１ 学歴、職歴の欄は、主な学歴、職歴を記入すること。 

       ２ 性別、実験等の区分は、該当するものに○印を付すこと。 

 


